
 
 
 
 

平成 26年度決算バランスシート 
（一部抜粋） 

 
～企業会計的視点からの見直し～ 

 
 

【平成２８年７月一部修正後】 

（修正箇所を網掛け表示） 

 
 

◎バランスシート 
◎行政コスト計算書 
◎正味資産計算書 
◎キャッシュ・フロー計算書 
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平成 26 年度決算バランスシート関連諸表のあらまし 

◆対象とする会計 

平成 26 年度決算   

一般会計 

国民健康保険特別会計 

住宅新築資金等貸付特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

八王子山墓園特別会計 

介護保険特別会計（保険事業） 

〃   （介護ｻｰﾋﾞｽ事業）

特
別
会
計 

太陽光発電事業特別会計 

 

 

 

一般会計・ 

6 特別会計 

バランスシート 

下水道事業等会計 
 

水道事業会計  

公
営
企
業
等
会
計 土地開発公社 

 

 

 

 

 

 

一般会計・ 

6 特別会計・ 

3 公営企業等会計

連結 

バランスシート 

 ◆構 成 

１ 平成 26 年度決算書、公有財産台帳、備品台帳、公債台帳及びその他関連資料をもと

に作成しました。 

２ このバランスシートは、基本的には台帳方式を採用し、総務省方式を補完的に用い

ています。これにより本市のより正確な財政状態を把握することができます。  

３ 一般会計に 6特別会計、さらに 3公営企業等会計を加えた本市の全会計について、

下記の連結財務諸表を作成しました。 

・バランスシート：平成 26 年度末の資産、負債、正味資産の状態 

・行政コスト計算書：平成 26 年度 1年間の経常的な運営費用と負担の状況 

・正味資産計算書：行政コスト計算書とバランスシートをつなぐ計算書 

・キャッシュ・フロー計算書：平成 26 年度 1年間の現金の流れを表示したもの 

※ バランスシートは、企業会計の「貸借対照表」、行政コスト計算書＋正味資産計算書

は同じく「損益計算書」ともいえます。 

４ 継続事業等で年度内に完成していない施設について、当該年度の支出をコストとし

て計上するのではなく、建設仮勘定として資産計上しています。なお、この施設につ

いては、完成し使用開始した年度から減価償却を開始します。 
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◆数値が示す主な特徴 

Ⅰ 一般会計・6特別会計バランスシートの概要 

１ 将来の財政負担 

 

■市債や退職給与引当金などの将来の財政  

負担となる負債の額が907億6,200万円であ

り、債務償還の財源である流動資産などの

財務資源の額が 375 億 1,700 万円であるた

め、今後市が背負う財政負担額は 532 億

4,500 万円となり、前年度比 96 億 2,400 万

円の減少となります。これは、繰上償還の

実施等による市債（負債）の大幅な減少に

よるところが大きいと言えます。 

 

 

２ バランスシートより 

（1）有形固定資産について 

（2,342 億 6,000 万円） 

道路・橋りょう、沢野小学校屋内運動場、

鳥之郷南市営住宅などの建設に係る社会資

本整備活動よりも、減価償却累計額及び施

設解体による固定資産除却が上回ったため、

前年度比 35 億 8,100 万円減少しました。 

 

（2）投資等について 

（76 億 6,800 万円） 

野球場建設基金の新設など特定目的基金

の増加などにより、前年度比 8億 1,300 万

円増加しました。 

 

（3）流動資産について 

（298 億 4,900 万円） 

財政調整基金残高の増加及び土地開発公

社経営健全化対策事業による普通財産（土

地）の増加により、前年度比 31 億 8,500 万

円増加しました。 

 

 

 

◆債務償還の財源 

375 億 1,700 万円 

◆既存の社会資本に対

して将来必要となる 

財政負担 

532 億 4,500 万円 

◆将来の財政負担 

 

907 億 6,200 万円 

◆負債の部 

・市債 

754 億 8,400 万円

・リース債務 

    11億 5,300万円

・不納引当金 

7 億 8,100 万円

・退職給与引当金 

133 億 4,200 万円

負債の部計 

【907 億 6,200 万円】 

◆資産の部 

・有形固定資産 

2,342億6,000万円 

・投資等 

76 億 6,800 万円 

・流動資産 

298億4,900万円 

◆正味資産の部計 

【1,810 億 1,500 万円】

資産の部計 

【2,717 億 7,700 万円】 

負債及び正味資産の計 

【2,717 億 7,700 万円】

※金額については、原則として百万円未満を切り捨て処理して

いるので、合計と一致しない場合があります。 
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（4）市債について（754 億 8,400 万円） 

「償還元金を超えない市債の発行」という方針に基づく市債管理及び過去に借り入れた金利

2.15％以上の市債残高の繰上償還の実施により、前年度比 51 億 6,400 万円減少しました。 

    

（5）リース債務について（11 億 5,300 万円） 

   前年度比 7,500 万円減少しました。 

 

（6）不納引当金について（7億 8,100 万円） 

平成26年度の市税の不納引当金2億5,800万円は、過去5年間の平均不納欠損実績率8.42％

（過去 5年間の収入未済額に対する不納欠損額の割合）を平成 26 年度の収入未済額（30 億

7,500 万円）に乗じた額です。また、貸付金等には、国民健康保険税の引当金 3億 9,000 万円、

介護保険料の引当金 4,100 万円、後期高齢者医療保険料の引当金 200 万円のほか、貸付金債

権について個別に評価された貸倒債権 8,800 万円などが含まれています。なお、平成 26 年度

の実際の不納欠損額は市税で 3億 4,900 万円、国民健康保険税で 4億 2,600 万円、介護保険

料で 3,900 万円、後期高齢者医療保険料で 400 万円となっています。 

 

（7）退職給与引当金について（133 億 4,200 万円） 

在籍する職員が自己都合により退職するとした場合の退職手当要支給額は、前年度比 4億

1,000 万円減少しました。なお、平成 26 年度の退職給与引当金取崩額（実際に支給した退職手

当額）は、14 億 1,200 万円、退職給与引当金繰入額（新たに発生したコスト）が 9億 5,000

万円でした。 

 

（8）正味資産について（1,810 億 1,500 万円） 

資産取得の財源となる国庫支出金、県支出金は減少したものの、好調な企業業績に伴う法人

市民税の大幅増による財源超過の拡大により、前年度比 60 億 4,200 万円増加しました。 
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3 行政コスト計算書及び正味資産計算書より 

 

■行政コスト計算書は、道路や橋りょう 

の整備などの「社会資本整備等投資活動」

(資産)及び市債の元金償還(負債)を除い

た行政サービス活動状況を表し、発生コス

ト（退職給与引当金繰入額や減価償却費な

どの見えにくいコスト）を含みます。 

 

■一般会計における扶助費・補助費などの

増、発生コストとしての退職給与引当金繰

入額、不納引当金繰入額の増などにより、

行政コストは前年度比 34 億 7,800 万円増

加し、451 億 1,300 万円となりました。 

 

■地方交付税（普通交付税）の減があった

ものの、好調な企業業績による法人市民税

の大幅な増などにより、税等負担は前年度

比 95 億 2,900 万円増加し、521 億 4,100

万円となりました。 

 

 

 

■平成 26 年度 1年間の経常的な「営業費用」（行政コスト）は前年度比増額となりましたが、それ

を大幅に上回る「営業収益」（税等負担）の増額がありましたので、収支差額は 70 億 2,800 万円の

プラスとなり、前年度比 60 億 5,100 万円の大きな改善となりました。 

 

 

《正味資産増減計算》 

正味資産  

開始残高 国県支出金 一般財源等 
合計 

期首残高 1,749 億 7,300 万円 - - 1,749 億 7,300 万円

増 減 - ▲9 億 6,100 万円 70 億 2,800 万円 60 億 6,700 万円当期

変動 その他 - - ▲2,300 万円 ▲2,300 万円

期末残高 1,749 億 7,300 万円 ▲9億 6,100 万円 70 億 500 万円 1,810 億 1,500 万円

 

※「その他」は、期首修正分です。 

※金額については、原則として百万円未満を切り捨て処理しているので、合計と一致しない場合があります。 

また、▲印はマイナス（-）を表します。 

《営業費用》 

①歳出総額 

1,171 億 200 万円 

②他会計への繰出金 

40 億 3,700 万円 

③資産の増加、負債の減少 

185 億 2,600 万円 

④発生コスト 

70 億 1,500 万円 

⑤歳出コスト総額 

（①-②-③+④） 

1,015 億 5,300 万円 

⑥料金等及び国庫等負担 

564 億 3,900 万円 

行政コスト（⑤-⑥） 

【451 億 1,300 万円】 

《営業収益》 

税等負担 

【521 億 4,100 万円】

(内訳) 

・市税等 

439 億 1,700 万円

・地方交付税、地方譲与

税等 

53 億 9,400 万円

・その他 

28 億 2,900 万円

  

 
《収支差額》 

＋70 億 2,800 万円 
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■「行政コスト VS 税負担」は正味資産を構成する一要素（一般財源等）であるため「行政コス

ト VS 税負担」の結果、収支差額が 70 億 2,800 万円のプラスであったことにより正味資産が増

加し、期末残高は 1,810 億 1,500 万円となりました。 

 

 

4 一般会計・6特別会計キャッシュ・フロー計算書より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※金額については、原則として百万円未満を切り捨て処理しているので、収支と一致しない場合があります。 

また、▲印はマイナス（-）を表します。 

 

■キャッシュ・フロー計算書は、資金の流れを「事務運営活動」、「建設活動」及び「財務活動」に

区分し、各区分別の現金の収入と支出の状況を示しています。 

 

■経常的な行政サービスを行う事務運営活動及び社会資本整備を行う建設活動に財務活動を加えた

収支差額は、収入が支出を 3,600 万円上回りました。また、この収支差額に前年度からの繰越金

34 億 7,600 万円を加えた額 35 億 1,200 万円が、現行の会計手法による形式収支（平成 26 年度歳

入歳出決算書の 2ページを参照）となります。 

 

■今後訪れる社会資本ストックの更新需要などに留意しつつ、市の行政活動を安定して運営してい

くため、将来を見据えた対応の一つとしてキャッシュ・フロー計算書収支差額 35 億 1,200 万円の

うち 20 億円を財政調整基金に積み立てました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動区分 
ｷｬｯｼｭ・ｲﾝﾌﾛｰ 

（歳入） 

ｷｬｯｼｭ・ｱｳﾄﾌﾛｰ 

（歳出） 

ﾈｯﾄ･ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ 

（収支差額) 

事務運営活動 1,045 億 2,500 万円 929億7,800万円 115億4,700万円

建設活動 14 億 4,000 万円 103億7,700万円 ▲89 億 3,700 万円

財務活動 130 億 7,300 万円 156億4,700万円 ▲25 億 7,400 万円

収支差額合計 1,190億3,800万円 1,190 億 200 万円 3,600 万円

前年度からの繰越金 - - 34 億 7,600 万円

形式収支 - - 35 億 1,200 万円
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Ⅱ 一般会計・6特別会計・3公営企業等会計バランスシートの概要 

 

１ 連結財務バランスシートより 

■市債・企業債や退職給与引当金などの将

来の財政負担となる負債の額が 1,400 億

7,700 万円であり、債務償還の財源である流

動資産などの財務資源の額が 418 億 3,300

万円であるため、今後、市が背負う財政負

担額は 982 億 4,400 万円となり、前年度比

109 億 2,100 万円減少しました。 

これは、一般会計における繰上償還の実

施による市債（負債）の減少及び土地開発

公社経営健全化対策事業の実施による土地

開発公社の長期保有土地解消に伴う長期借 

入金（負債）の減などに起因しています。 

２ 連結バランスシートより 

■一般会計と 6特別会計に 3公営企業等会

計を加えた連結バランスシートでは、資産

の額は 3,853 億 9,800 万円（前年度比 129

億 9,200 万円の減少）となり、一般・6特別

会計に比べ 1,136 億 2,100 万円の増加とな

ります。 

 

■負債の額は 1,808 億 6,600 万円となって

おり、前年度比 300 億円増加しましたが、

その要因は、平成 26 年度（予算及び）決算

から下水道事業等会計及び水道事業会計に

おいて繰延収益を計上していることです。

これは、公営企業会計基準の見直しにより

「みなし償却制度」が廃止され、償却資産

の取得に伴い交付される補助金、一般会計

負担金等については「長期前受金」として

負債（繰延収益）に計上した上で、減価償

却見合い分を順次収益化することとしたこ

とによるものです。ただし、この長期前受

金（繰延収益）は、後年度に支払うべき金

銭債務ではなく、会計上負債に計上してい

るに過ぎないものであり、実質的な将来負

担である市債・企業債については着実に 

減少しています。 

◆債務償還の財源 

418 億 3,300 万円 

◆既存の社会資本に対

して将来必要となる 

財政負担 

982 億 4,400 万円 

◆将来の財政負担 

 

1,400 億 7,700 万円 

◆負債の部 

・市債 

754 億 8,400 万円

・企業債 

478 億 2,900 万円

・リース債務 

11 億 5,300 万円

・不納引当金 

7 億 8,100 万円

・退職給与引当金 

134 億 5,200 万円

・地方公営企業会計 

繰延収益 

407 億 8,800 万円

・その他 

13 億 7,500 万円

負債の部計 

【1,808 億 6,600 万円】

◆資産の部 

・有形固定資産 

3,345 億 4,200 万円 

・地方公営企業会計 

無形固定資産 

90 億 2,200 万円 

・投資等 

37 億 8,700 万円 

・流動資産 

380 億 4,500 万円 

◆正味資産の部計 

【2,045 億 3,200 万円】

資産の部計 

【3,853 億 9,800 万円】 

負債及び正味資産の計 

【3,853 億 9,800 万円】
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３ 連結行政コスト計算書及び連結正味資産計算書より 

■全会計の連結ベースでの行政コストは

前年度比 22 億 700 万円増加し、445 億

2,000万円となり、税等負担額521億 4,100

万円と比較すると収支差額は 76 億 2,100

万円のプラスとなりました。（前年度比 73

億 2,200 万円の改善） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※金額については、原則として百万円未満を切り捨て処理しているので、合計と一致しない場合があります。 

また、▲印はマイナス（-）を表します。 

 

《正味資産増減計算》 

正味資産  

開始残高 国県支出金 一般財源等 公営企業等会計 
合計 

期首残高 2,475 億 2,400 万円 - - - 2,475 億 2,400 万円

増減 - ▲9億6,100万円 70 億 2,800 万円 5億 9,300 万円 66 億 6,000 万円
当

期

変

動 
その他 - - 16 億 6,100 万円 ▲609 億 5,100 万円 ▲592 億 9,000 万円

期末残高 2,475 億 2,400 万円 ▲9億6,100万円 86 億 8,900 万円 ▲603 億 5,700 万円 1,948 億 9,300 万円

 

※「その他」は、期首修正分及び連結相殺分などです。 

※金額については、原則として百万円未満を切り捨て処理しているので、合計と一致しない場合があります。 

また、▲印はマイナス（-）を表します。 

 

■公営企業等会計分が公営企業会計基準の見直しの影響により減少したため、期末残高は 1,948

億 9,300 万円となりました。 

 

《営業費用》 

①歳出コスト 

975 億 4,900 万円 

②発生コスト 

115 億 800 万円 

③コスト総額（①+②） 

1,090 億 5,900 万円 

④料金等及び国庫等負担 

645 億 3,800 万円 

行政コスト（③-④） 

【445 億 2,000 万円】 

 

《営業収益》 

税等負担 

 

【521 億 4,100 万円】 

 

 

《収支差額プラスの内訳》 

・一般、6特別会計損益  

70 億 2,800 万円

・下水道事業等会計損益 

8,800 万円

・水道事業会計損益   4 億 3,000 万円

・土地開発公社損益     7,500 万円

 

     ∴ 計 ≒ 76 億 2,100 万円

《収支差額》 

＋76 億 2,100 万円 
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Ⅲ 財務諸表からみえること （一般・6特別会計財務諸表より）  

 

 

 

 

バランスシートをみると資産総額 2,717 億 7,700 万円のうち有形固定資産は 2,342 億 6,000 万

円となっています。有形固定資産は世代間負担の公平性を保つ目的から市債等を充当して資産形

成を行います。負債総額に計上された市債及びリース債務の残高は 766 億 3,700 万円であり、有

形固定資産に対する割合は 32.7％となっています。このことから大まかにいえば、現在市が保有

する社会資本の 3分の 1は「将来の世代が負担」していくことになります。 

本市では、市債管理にあたり「償還元金を超えない市債の発行」に取り組んでおり、市債残高

は着実に縮減しています。少子高齢化、人口減少社会の進展に伴い社会保障負担などの行政コス

トの増加が見込まれるなか、引き続き世代間バランスを考慮した「将来を見据えた負債（市債等）

管理」が必要であるといえます。 

 

（単位：百万円） 

 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 

有形固定資産 240,090 240,492 238,394 237,841 234,260 

市債、リース債務 81,048 82,753 82,734 81,877 76,637 

負債比率 33.8％ 34.4％ 34.7％ 34.4％ 32.7％ 

   

 

 

 

 

バランスシートの負債の部に退職給与引当金を設定し、在籍職員が年度末に一斉に退職した

と仮定したときの退職金総額を計上しています。仮に 1年間採用も退職もなく推移すると各職員

の昇給や勤続年数の加算により 1年後の当該引当金所要額は増加することになります。この差分

は行政コスト計算書では退職給与引当金繰入額という「費用（コスト）」として認識されます。毎

年積みあがった退職給与引当金は、市が支払うこととなる退職金債務の総額です。本市において

は、合併後 10 年間で職員数を 400 人削減するという定員管理適正化の取り組み及び、退職手当の

支給水準の段階的引き下げの実施により退職給与引当金は年々減少していますが、この債務の存

在も行政経営にあたり念頭におかなければなりません。 

 

（単位：百万円） 

 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 

退職金所要額 

(退職給与引当金) 
16,252 15,761 15,052 13,752 13,342 

 

◆有形固定資産の約３分の 1相当（32.7％）の市債等を抱える。（前年度 34.4％） 

 → 将来世代の負担に 

 少子高齢化の進展に向けた市債の管理が必要（世代間の負担バランス） 

◆義務的な職員への退職金の所要額は、133 億 4,200 万円（前年度 137 億 5,200 万円）

→ 退職金の予定額を念頭に置いた財政運営が必要 
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市の保有する固定資産のうち行政サービスを提供する施設として典型的な「建物」のバランス

シート上の価格は、872 億 8,300 万円となっています。ただし、これは各資産が新築されてから

減価償却していった後の現在価値の合計額になります。各建物の新築時の価格(取得価格)の合計

額が 1,778 億 8,900 万円であるためその差 906 億 600 万円は、新築して以来これまでの減価償却

費の累計額となります。仮に減価償却終了時を建替え時期の目安と捉え、現在の行政レベルを保

って同価値の建物を建て直すものと考えると、減価償却累計額はその更新費用の目安と考えられ

ます。そういった意味から現時点では、906 億 600 万円の潜在的な更新需要を抱えていることに

なります。ただし、今後は人口減少等により公共施設等の利用需要が変化していくことが予想さ

れることを踏まえ、長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うなどの

資産管理の取り組みが求められています。 

 

（単位：百万円） 

 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 

建物等資産額 170,576 170,412 174,083 178,044 177,889 

減価償却累計額 79,396 81,209 84,646 87,942 90,606 

老朽化比率 46.5％ 47.7％ 48.6％ 49.4％ 50.9％ 

 

 

 

 

 

 

履行期限を過ぎて未だに収納されていない債権については資産の部に「未収金」として計上さ

れます。未収金の 90.5％が地方税等の滞納額となっています。健全な行政経営を図るうえで債権

回収の更なる強化が求められています。 

 

（単位：百万円） 

 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 

未収金 9,322 9,070 8,874 8,936 8,428 

うち市税 8,801 8,213 8,052 8,122 7,631 

市税の占める割合 94.4％ 90.5％ 90.7％ 90.9％ 90.5％ 

 

 

 

 

◆資産の更新需要 行政施設等の老朽化比率 50.9％（前年度 49.4％）  

→ 今後の膨大な更新需要への対応が必要 

◆未収金 84 億 2,800 万円のうち地方税等滞納額:76 億 3,100 万円 

 （前年度未収金 89 億 3,600 万円、うち地方税等滞納額 81 億 2,200 万円） 

→ 債権管理の強化が必要 
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行政コスト計算書に計上される退職給与引当金繰入額という支出は、現金の支出を伴わず職員

の在籍という事実が経過するのに伴い発生する「費用（コスト）」と位置づけられます。こうした

「時間がもたらすコスト」は、減価償却費も同様です。建物などの資産が時を経るに従って老朽

化する事実を捉え、この価値減少分をコストとして認識します。 

また、公債費利子についても公会計では元金償還とは別に「費用（コスト）」という位置づけ

で計上します。これは、時間の経過と共に発生するコストではあるものの現金支出を伴うものと

なっています。単年度の現金支出だけに捉われるのではなく、時間の経過にも税金がかかってい

ることを認識し、トータルコストを把握して事業を進めていくことが重要です。 

 

（単位：百万円） 

 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 

減価償却費 5,307 5,153 5,145 5,264 5,221

退職給与引当金繰入額 1,187 1,065 818 120 951

不納引当金繰入額 918 964 652 463 844

公債費（利子） 1,325 1,280 1,222 1,102 1,264

合 計 8,738 8,463 7,838 6,950 8,280

 

 

 

 

 

例年マイナスとなっていた収支差額ですが、平成 25 年度においてプラスに転じました。そして

さらに平成 26 年度においては、70 億 2,800 万円もの大幅なプラスとなりました。その大きな要

因は、好調な企業業績による法人市民税の大幅な増（前年度比 86 億 1,200 万円増）が挙げられま

す。ただし、法人市民税は景気動向に左右されるものであること、税制改正による減額も見込ま

れることなどから、今後の動向を注視する必要があるといえます。 

また、行政コストは 451 億 1,300 万円となり、前年度比 34 億 7,800 万円増加しています。今後

についても定員適正化計画の終了に伴う人件費縮減傾向の鈍化、少子高齢化、人口減少社会の進

展に伴う社会保障負担の増加などが見込まれています。 

以上のようなことから、今回の大幅な収支改善に一喜一憂することなく、引き続き市民満足・

福祉の向上を目指した、効率的な市民サービスの提供に努める必要があるといえます。 

◆時間がもたらすコスト(発生コスト) 82 億 8,000 万円（前年度 69 億 5,000 万円） 

→ 時間がもたらすコストの把握 

  ・減価償却費：52 億 2,100 万円 

・退職給与引当金繰入額：9億 5,100 万円 

・不納引当金繰入額：8億 4,400 万円 

・公債費(利子)：12 億 6,400 万円 

◆Ｈ26 は大幅に収支差額がプラス  70 億 2,800 万円（前年度 9億 7,700 万円） 

→ 引き続き効率的な行政経営の推進が必要 
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（単位：百万円） 

 Ｈ22 Ｈ22 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 

行政コスト 43,891 44,590 43,179 41,635 45,113 

税等負担 41,815 43,020 43,028 42,612 52,141 

行政コスト VS 税負担 ▲2,075 ▲1,570 ▲151 977 7,028 

 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 

一般会計+6特別会計 
 

 

 

 



後世に引き継ぐ財産と債務のバランスは？

　　　一般・6特別会計バランスシート
「後世へ引き継ぐ市の社会資本」と「債務返済の財源」

平成 平成
26年度末 25年度末 増減

１．有形固定資産 234,260 237,841 ▲ 3,581
　(1)土木等【推定値】 20,697 21,123 ▲ 425

①道路・橋りょう 71,296 70,917 378
（減価償却累計額） ▲ 52,364 ▲ 51,542 ▲ 822

②河川 11,794 11,589 205
（減価償却累計額） ▲ 10,362 ▲ 10,188 ▲ 173

③交通安全施設 2,730 2,689 41
（減価償却累計額） ▲ 2,397 ▲ 2,342 ▲ 54

　(2)庁舎・学校などの行政財産 209,670 212,577 ▲ 2,906
①庁舎 土地 3,435 3,435 -                

建物 18,403 18,403 -                
（減価償却累計額） ▲ 6,912 ▲ 6,544 ▲ 368

②学校 土地 34,948 34,916 32
建物 63,125 63,398 ▲ 272

（減価償却累計額） ▲ 33,402 ▲ 32,728 ▲ 673
③公園 土地 27,812 27,783 29

建物 962 961 1
（減価償却累計額） ▲ 569 ▲ 542 ▲ 26

④住宅 土地 16,402 16,596 ▲ 194
建物 33,299 33,453 ▲ 154

（減価償却累計額） ▲ 20,040 ▲ 19,687 ▲ 353
⑤消防 土地 1,294 1,362 ▲ 67

建物 4,566 4,653 ▲ 86
（減価償却累計額） ▲ 1,847 ▲ 1,786 ▲ 61

⑥その他 土地 38,493 38,380 112
建物 57,530 57,173 357

（減価償却累計額） ▲ 27,834 ▲ 26,652 ▲ 1,181
　(3)リース資産 1,340 1,340 -                

（減価償却累計額） ▲ 186 ▲ 110 ▲ 75
　(4)その他(自動車，美術品，備品等） 6,709 6,661 48

（減価償却累計額） ▲ 4,221 ▲ 4,228 7

　(5)建設仮勘定 250 -                250

　(6)土地開発公社前渡金 0 479 ▲ 479

２．投資等 7,668 6,855 813
　(1)投資・出資 4,997 4,757 240
　(2)貸付金 757 784 ▲ 27
　(3)基金（財調・減債以外） 1,913 1,313 599

３．流動資産 29,849 26,663 3,185
　(1)現金・預金 12,259 10,521 1,738

①財政調整基金 8,291 6,637 1,653
②減債基金 456 406 50
③歳計現金 3,512 3,476 35

　(2)未収金 8,428 8,936 ▲ 507
うち地方税 7,631 8,122 ▲ 490

　(3)普通財産(土地・建物） 9,160 7,206 1,954

資産合計 271,777 271,360 417
百万円

資産の部
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平成27年3月31日現在

「後世の負担となる市の債務」　　

平成 平成
26年度末 25年度末 増減

1.市債 75,484 80,648 ▲ 5,164
①土木費の財源として 13,568 16,017 ▲ 2,449
②教育費の財源として 11,204 12,372 ▲ 1,168
③衛生費の財源として 4,917 5,648 ▲ 731
④総務費の財源として 5,334 6,222 ▲ 887
⑤消防費の財源として 2,774 2,954 ▲ 180
⑥その他 37,684 37,431 252

うち翌年度償還分 7,220 7,141 78
2.リース債務 1,153 1,229 ▲ 75

うち翌年度償還分 75 75 -                

3.不納引当金 781 756 24
①市税 258 256 2
②貸付金等 522 499 22

4.退職給与引当金 13,342 13,752 ▲ 410

負債合計 90,762 96,387 ▲ 5,625
百万円

「国等による施設整備支援」と「これまでの一般財源の累計」

平成 平成
26年度末 25年度末 増減

1.国庫支出金（資産取得の財源） 30,371 31,074 ▲ 702
期首残高 31,074
期首修正額 -                
当期増加額 640
当期戻入額 ▲ 1,342

2.県支出金（資産取得の財源） 8,249 8,509 ▲ 259
期首残高 8,509
期首修正額 -                
当期増加額 27
当期戻入額 ▲ 286

3.一般財源等（行政コストvs税負担） 142,394 135,389 7,004
期首残高 135,389
期首修正額 ▲ 23
当期増減額 7,028

正味資産合計 181,015 174,973 6,042
百万円

負債・正味資産の合計 271,777 271,360 417
百万円

負債の部

正味資産の部

計数については原則として表示単位未満を切捨て処理しているので，合計等と一致しない場合があります。
マイナスは▲表示しています。
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今年の市政のコスト，税負担のバランスは？

市のサービス 歳出の中身は？

② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

（②-⑤-⑥-⑦）

款 歳出 うち うち 他会計への 資産 負債 歳出

総額 建設費 人件費 繰出金 の増加 の減少 コスト
（建設） （公債）

1  議　　会　　費　 517 0 485 -                 -            -            517

2  総　　務　　費　　 11,397 2,748 4,695 -                 3,521 1,412 6,464

①総務管理費 9,778 2,746 3,588 -                  3,521 1,412 4,845

②徴税費 1,033 1 643 -                  -            -            1,033

③戸籍住民基本台帳費 373 0 299 -                  -            -            373

④選挙費 88 0 46 -                  -            -            88

⑤統計調査費 49 -              45 -                  -            -            49

⑥監査委員費 73 -              72 -                  -            -            73

3  民　　生　　費　　 27,210 219 1,315 3,785 153 -            23,271

①社会福祉費 12,904 177 926 3,785 116 -            9,002

②児童福祉費 12,368 42 307 -                  37 -            12,331

③生活保護費 1,924 -              81 -                  -            -            1,924

④災害救助費 13 -              -                -                  -            -            13

4  衛　　生　　費　　　 5,666 247 682 -                 240 -            5,426

①保健衛生費 2,612 95 358 -                  3 -            2,609

②清掃費 2,814 151 324 -                  -            -            2,814

③上水道費 239 -              -                -                  237 -            2

5  労　　働　　費　　　 209 1 44 -                 109 -            99

6  農 林 水 産 業 費　 1,884 112 413 -                 4 -            1,880

①農業費 1,817 96 413 -                 4 -            1,813

②林業費 67 16 -                -                 -             -            67

7  商　　工　　費　　　 2,212 5 162 -                 1,666 -            545

8  土　　木　　費　　 6,958 1,822 1,198 -                 904 -            6,053

①土木管理費 1,322 28 672 -                  -            -            1,322

②道路橋りょう費 512 356 -                -                  199 -            312

③河川費 265 186 -                -                  205 -            59

④都市計画費 3,924 706 441 -                  199 -            3,724

⑤住宅費 933 543 84 -                  299 -            634

9  消　　防　　費 3,436 340 2,785 -                 278 -            3,157

10  教　　育　　費　　　 8,514 1,351 1,967 -                 547 -            7,967

①教育総務費 1,361 8 466 -                  26 -            1,335

②小学校費 1,350 640 92 -                  327 -            1,022

③中学校費 612 155 68 -                  -            -            612

④高等学校費 594 2 499 -                  -            -            594

⑤特別支援学校費 48 2 16 -                  -            -            48

⑥幼稚園費 595 23 152 -                  19 -            575

⑦社会教育費 1,757 194 513 -                  30 -            1,726

⑧保健体育費 2,194 322 158 -                  143 -            2,051

11  災 害 復 旧 費 -                   -              -               -                 -            -            -              

12  公　　債　　費　　　 10,860 -              -               -                 -            9,597 1,262

13  諸 支 出 金 2 -              -               -                 2 -            -              

-  そ の 他 -                   -              -               -                 -            -            -              

一般会計合計 78,871 6,848 13,753 3,785 7,428 11,010 56,647

 国民健康保険特別会計 22,400 -              0 -                  0 -            22,400

 住宅新築資金等貸付特別会計 12 -              -                -                  -            11 1

 後期高齢者医療特別会計 1,865 -              -                21 -            -            1,844

 八王子山墓園特別会計 188 53 -                120 -            -            68

 介護保険特別会計(保険事業） 13,435 0 184 -                  0 -            13,434

 介護保険特別会計(介護サービス事業） 67 -              -                -                  -            -            67

 太陽光発電事業特別会計 260 -              0 110 -            75 74

特別会計合計 38,230 54 184 251 1 86 37,890

　　　　　　合　　計 117,102 6,903 13,937 4,037 7,429 11,097 94,537

百万円 百万円

一　般 ・ 6　特　別　会　計　行　政　コ　ス　ト　計  算  書

政策費目

現行制度の歳出決算

①
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平成26年4月1日から平成27年3月31日まで

　  
　 意外なコストが！ 本当のコスト 利用者 　国等の　

等の負担 個別負担
⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑬ ⑭ ⑭ ⑮ ⑮

（⑧+⑨+⑩+⑪） ⑫ ⑫ （⑫-⑬-⑭） ⑫

コスト 料金等 国庫等 行政コスト

市債 退職 減価 総額 収入 負担
利子 引当等 償却 (別紙） （コストの財源）

-            36 -            553 -            -       -              -          553 100

89 249 536 7,338 391 5 1,549 21 5,397 74

89 165 533 5,633 229 4 1,109 20 4,294 76

-            48 0 1,082 69 6 352 33 660 61

-            22 -            396 92 23 1 0 302 76

-            3 1 94 0 0 63 68 30 32

-            3 -            53 -             -       22 42 30 58

-            5 -            79 -             -       -               -           79 100

12 99 197 23,580 1,300 6 12,967 55 9,313 39

12 70 123 9,207 264 3 4,519 49 4,424 48

-            23 73 12,428 1,034 8 6,997 56 4,397 35

-            6 -            1,930 2 0 1,436 74 492 25

-            -            -            13 -             -       13 102 0 0

82 51 306 5,867 578 10 315 5 4,973 85

80 27 175 2,891 47 2 166 6 2,678 93

2 24 131 2,973 531 18 149 5 2,292 77

-            -            -            2 -             -       -               -           2 100

0 3 23 127 1 1 0 0 124 98

17 31 28 1,957 16 1 425 22 1,515 77

17 31 28 1,890 16 1 425 23 1,448 77

-            -            -            67 -             -       -               -           67 100

9 12 61 628 72 12 46 7 509 81

227 91 1,836 8,208 1,024 12 1,156 14 6,026 73

55 51 2 1,431 68 5 28 2 1,334 93

37 -            825 1,175 34 3 127 11 1,013 86

-            -            173 233 -             -       5 2 228 98

91 33 34 3,883 96 2 599 15 3,187 82

42 6 800 1,483 825 56 395 27 263 18

46 211 236 3,652 667 18 32 1 2,951 81

187 149 1,916 10,220 1,272 12 707 7 8,239 81

25 35 1 1,397 4 0 57 4 1,336 96

117 7 816 1,964 4 0 235 12 1,724 88

26 5 485 1,129 2 0 170 15 956 85

-            37 68 701 27 4 57 8 615 88

-            1 33 83 14 17 20 25 48 58

-            11 16 603 32 5 74 12 497 82

15 38 345 2,126 43 2 91 4 1,991 94

3 12 147 2,214 1,143 52 0 0 1,070 48

0 -            -            0 -            -       -              -          0 100

▲ 1,262 -            -            -                -            -       -              -          -                -           

-            -            -            -                -            -       -              -          -                -           

591 353 -            944 -            -       0 0 944 100

-            1,290 5,142 63,080 5,327 8 17,202 27 40,551 64

-            442 -            22,842 5,789 25 14,835 65 2,217 10

-            -            -            1 1 127 -               -           0 -            

-            4 -            1,848 1,407 76 -               -           440 24

-            -            2 71 132 186 -               -           ▲ 61 -            

-            57 0 13,491 3,014 22 8,410 62 2,066 15

-            -            -            67 54 81 -               -           12 19

-            0 75 150 263 176 -               -           ▲ 113 -            

-            504 78 38,473 10,665 28 23,245 60 4,562 12

-            1,794 5,221 101,553 15,992 16 40,447 40 45,113 44

百万円 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

租税に依存
するコスト

利用者
負担率

国庫
負担率

租税依存
率

発生コスト
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平成26年4月1日から平成27年3月31日まで

　　　将来にツケを残していないか

⑮ 45,113

1 主な市民の負担 43,917

①個人市税 11,292

②法人市税 12,111

③固定資産税 16,669

④軽自動車税 462

⑤市たばこ税 1,988

⑥入湯税 3

⑦都市計画税 1,388

2 主な国民の負担 5,394

①地方交付税 4,502

②地方譲与税 735

③地方特例交付金 156

3 その他 2,829

⑯ 4 合　　　　　　　計 52,141

⑰ 7,028

 期首残高 174,973

⑱ 1.国庫支出金増減額 ▲ 702

   期首修正額 -             

   当期増加額 640

   当期戻入額 ▲ 1,342

⑱ 2.県支出金増減額 ▲ 259

   期首修正額 -             

   当期増加額 27

   当期戻入額 ▲ 286

⑲ 3.一般財源等増減額 7,004

   期首修正額 ▲ 23

   当期増減額 7,028

⑳  期末残高 181,015

百万円

正味資産（バランスシート）の増減計算

正　味　資  産　計　算　書

　行　政　コ　ス　ト

税等負担

 行政コスト VS 税負担

バランス
シートへ

　行政コスト
　計算書より
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平成26年4月1日から平成27年3月31日まで

（歳入） （歳出） （収支差額）

キャッシュ・ キャッシュ・ ネット・キャッ

イン・フロー アウト・フロー シュ・フロー

１．事　務　運　営　活　動 104,525 92,978 11,547

(1) 人件費 13,047

(2) 物件費 13,711

(3) 維持補修費 434

(4) 扶助費 17,104

(5) 補助費等 44,681

(6) 繰出金 4,000

(7) 繰上充用金

(8) 地方税 43,886

(9) 地方譲与税 735

(10) 地方消費税交付金 2,649

(11) その他交付金 12,276

(12) 地方交付税 4,503

(13) 9,903

(14) 分担金及び負担金 1,803

(15) 使用料及び手数料 2,306

(16) 国庫支出金 16,909

(17) 県支出金 8,609

(18) 寄附金 946

２．　建　設　活　動　 1,440 10,377 ▲ 8,937

(1) 普通建設事業費 8,465

(2) 災害復旧事業費

(3) 繰出金 1,671

(4) 投資及び出資金 241

(5) 国庫支出金 1,085

(6) 県支出金 312

(7) 諸収入繰入金等 44

３．　財　務　活　動 13,073 15,647 ▲ 2,574

(1) 地方債発行収入 4,445

(2) 公債費(元金） 9,624

(3) 公債費(利子） 1,264

(4) 積立金 1,021

(5) 貸付金（元金・利息） 1,868

(6) 貸付金（貸付） 1,838

(7) 繰入金 4,884

(8) 諸収入 1,605

(9) 財産収入 272

(10) 剰余金の財政調整基金繰入 1,900

４．　活　動　合　計　 119,038 119,002 36

５．　資金期首残高（繰越金） 3,476 3,476

６．　資金期末残高 122,514 119,002 3,512

歳入合計 歳出合計
　   バランスシートの

歳計現金

百万円

一般・6特別会計キャッシュ・フロー計算書

活　　　動　　　区　　　分

国民健康保険税・介護保険料等
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一般会計+6特別会計+3公営企業等会計 

連結 
 



連結すると違う面が見えてきます。

   連　結　バ　ラ　ン　ス　シ　ー　ト　

平成 平成
26年度末 25年度末 増減

1.有形固定資産 334,542 347,160 ▲ 12,618
　(1)土木等【推定値】 20,697 21,123 ▲ 425

①道路・橋りょう 71,296 70,917 378
②河川 11,794 11,589 205
③交通安全施設 2,730 2,689 41

（減価償却累計額） ▲ 65,123 ▲ 64,073 ▲ 1,050
　(2)行政財産 209,670 212,577 ▲ 2,906

①庁舎 土地 3,435 3,435 -                  
建物 18,403 18,403 -                  
（減価償却累計額） ▲ 6,912 ▲ 6,544 ▲ 368

②学校 土地 34,948 34,916 32
建物 63,125 63,398 ▲ 272
（減価償却累計額） ▲ 33,402 ▲ 32,728 ▲ 673

③公園 土地 27,812 27,783 29
建物 962 961 1
（減価償却累計額） ▲ 569 ▲ 542 ▲ 26

④住宅 土地 16,402 16,596 ▲ 194
建物 33,299 33,453 ▲ 154
（減価償却累計額） ▲ 20,040 ▲ 19,687 ▲ 353

⑤消防 土地 1,294 1,362 ▲ 67
建物 4,566 4,653 ▲ 86
（減価償却累計額） ▲ 1,847 ▲ 1,786 ▲ 61

⑥その他土地 38,493 38,380 112
建物 57,530 57,173 357
（減価償却累計額） ▲ 27,834 ▲ 26,652 ▲ 1,181

　(3)リース資産 1,340 1,340 -                  
（減価償却累計額） ▲ 186 ▲ 110 ▲ 75

　(4)その他(自動車，美術品，備品等） 6,709 6,661 48
（減価償却累計額） ▲ 4,221 ▲ 4,228 7

　(5)建設仮勘定 250 -                    250
　(6)地方公営企業会計 100,282 109,798 ▲ 9,516

①土地 2,732 2,737 ▲ 4
②建物 7,539 7,096 442
（減価償却累計額） ▲ 2,145 ▲ 1,662 ▲ 483
③構築物 126,195 124,773 1,421
（減価償却累計額） ▲ 38,588 ▲ 29,557 ▲ 9,030
④機械及び装置 16,641 16,341 299
（減価償却累計額） ▲ 12,303 ▲ 10,037 ▲ 2,265
⑤車両運搬具・工具，器具及び備品 651 651 0
（減価償却累計額） ▲ 608 ▲ 602 ▲ 6
⑥建設仮勘定 167 58 109

2.地方公営企業会計無形固定資産 9,022 9,528 ▲ 505
3.投資等 3,787 3,212 575
　(1)投資・出資 1,117 1,114 3
　(2)貸付金 757 784 ▲ 27
　(3)基金（財調・減債以外） 1,913 1,313 599
4.流動資産 38,045 38,488 ▲ 443
　(1)現金・預金 17,376 15,808 1,567

①財政調整基金 8,291 6,637 1,653
②減債基金 456 406 50
③歳計現金 8,628 8,763 ▲ 135

　(2)未収金 9,447 10,132 ▲ 685
　(3)普通財産(土地・建物） 9,160 7,206 1,954
　(4)地方公営企業会計その他の流動資産 2,061 5,341 ▲ 3,280

資産合計 385,398 398,390 ▲ 12,992
百万円

「一般会計・特別会計」と「公営企業」の合算。
　会計間の取引が相殺消去されています。

資産の部
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　　　　　平成27年3月31日現在

平成 平成
26年度末 25年度末 増減

1.市債 75,484 80,648 ▲ 5,164
①土木費の財源として 13,568 16,017 ▲ 2,449
②教育費の財源として 11,204 12,372 ▲ 1,168
③衛生費の財源として 4,917 5,648 ▲ 731
④総務費の財源として 5,334 6,222 ▲ 887
⑤消防費の財源として 2,774 2,954 ▲ 180
⑥その他 37,684 37,431 252

うち翌年度償還分 7,220 7,141 78
2.企業債 47,829 52,589 ▲ 4,760

うち翌年度償還分 5,093 7,837 ▲ 2,743
3.リース債務 1,153 1,229 ▲ 75

うち翌年度償還分 75 75 -                  
4.不納引当金 781 756 24

①市税 258 256 2
②貸付金等 522 499 22

5.退職給与引当金 13,452 13,861 ▲ 409
6.特別修繕引当金 4 21 ▲ 17
7.賞与等引当金 37 -                   37
8.地方公営企業会計繰延収益 28,441 -                   28,441
9.地方公営企業会計その他の流動負債 1,334 1,758 ▲ 423
負債合計 168,520 150,866 17,654

百万円

合算の結果が正味資産に与える影響

平成 平成
26年度末 25年度末 増減

1.国庫支出金（資産取得の財源） 30,371 31,074 ▲ 702
期首残高 31,074
期首修正額 -                    
当期増加額 640
当期戻入額 ▲ 1,342

2.県支出金（資産取得の財源） 8,249 8,509 ▲ 259
期首残高 8,509
期首修正額 -                    
当期増加額 27
当期戻入額 ▲ 286

3.一般財源等（行政コストvs税負担） 154,968 146,279 8,689
期首残高 146,279
期首修正額 ▲ 23
当期増減額 7,028
連結仕訳 1,684

4.地方公営企業会計正味資産 23,289 61,661 ▲ 38,372
自己資本 8,131
資本剰余金 1,594
利益剰余金 13,577
連結仕訳 ▲ 13

正味資産合計 216,878 247,524 ▲ 30,646
百万円

負債・正味資産の合計 385,398 398,390 ▲ 12,992
百万円

計数については原則として表示単位未満を切捨て処理しているので，合計等と一致しない場合があります。
マイナスは▲表示しています。

負債の部

正味資産の部
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今年の市政のコスト，税負担のバランスは？

               連　　　結　　　行　　　政　　　コ　　　ス　　　ト
市のサービス 歳出の中身は？

② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧
（②-⑤-⑥-⑦）

款 政策費目 歳出 うち うち 他会計への 資産 負債 歳出

総額 建設費 人件費 繰出金等 の増加 の減少 コスト
（会計間取引） （建設） （公債）

1  議　　会　　費　 517 0 485 -                -           -            517

2  総　　務　　費　　 11,397 2,748 4,695 12 3,521 1,412 6,451

①総務管理費 9,778 2,746 3,588 12 3,521 1,412 4,833

②徴税費 1,033 1 643 -                 -            -            1,033

③戸籍住民基本台帳費 373 0 299 -                 -            -            373

④選挙費 88 0 46 -                 -            -            88

⑤統計調査費 49 -              45 -                 -            -            49

⑥監査委員費 73 -              72 -                 -            -            73

3  民　　生　　費　　 27,210 219 1,315 3,785 153 -            23,271

①社会福祉費 12,904 177 926 3,785 116 -            9,002

②児童福祉費 12,368 42 307 -                 37 -            12,331

③生活保護費 1,924 -              81 -                 -            -            1,924

④災害救助費 13 -              -               -                 -            -            13

4  衛　　生　　費　　　 5,666 247 682 2 240 -           5,424

①保健衛生費 2,612 95 358 -                 3 -            2,609

②清掃費 2,814 151 324 -                 -            -            2,814

③上水道費 239 -              -               2 237 -            -               

5  労　　働　　費　　　 209 1 44 -                109 -           99

6  農 林 水 産 業 費　 1,884 112 413 227 4 -           1,653

①農業費 1,817 96 413 227 4 -            1,586

②林業費 67 16 -               -                 -            -            67

7  商　　工　　費　　　 2,212 5 162 0 1,666 -           545

8  土  　木　　費　　 6,958 1,822 1,198 1,443 904 -           4,609

①土木管理費 1,322 28 672 -                 -            -            1,322

②道路橋りょう費 512 356 -               -                 199 -            312

③河川費 265 186 -               -                 205 -            59

④都市計画費 3,924 706 441 1,443 199 -            2,280

⑤住宅費 933 543 84 -                 299 -            634

9  消　　防　　費 3,436 340 2,785 -                278 -           3,157

10  教　　育　　費　　　 8,514 1,351 1,967 -                547 -           7,967

①教育総務費 1,361 8 466 -                 26 -            1,335

②小学校費 1,350 640 92 -                 327 -            1,022

③中学校費 612 155 68 -                 -            -            612

④高等学校費 594 2 499 -                 -            -            594

⑤特別支援学校費 48 2 16 -                 -            -            48

⑥幼稚園費 595 23 152 -                 19 -            575

⑦社会教育費 1,757 194 513 -                 30 -            1,726

⑧保健体育費 2,194 322 158 -                 143 -            2,051

11  災 害 復 旧 費 -                  -             -              -                -           -           -              

12  公　　債　　費　　　 10,860 -             -              -                -           9,597 1,262

13  諸 支 出 金 2 -             -              -                2 -           -              

-  そ の 他 -                  -             -              -                -           -           -              

一般会計合計 78,871 6,848 13,753 5,471 7,428 11,010 54,960

特別会計合計 38,230 54 184 251 1 86 37,890

下水道事業等会計 1,050

水道事業会計 2,364

土地開発公社 1,282

　　　　　　合　　計 97,549
百万円 百万円 百万円

現行制度の歳出決算

①
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平成26年4月1日から平成27年3月31日まで

　　計　　　　　　算　　　　　　書
　 意外なコストが！ 本当のコスト 利用者 　国等の　

等の負担 個別負担
⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑬ ⑭ ⑭ ⑮ ⑮

（⑧+⑨+⑩+⑪） ⑫ ⑫ （⑫-⑬-⑭） ⑫

コスト 料金等 国庫等 行政コスト

市債 退職 減価 総額 収入 負担
利子 引当等 償却 収　益 （コストの財源）

-           36 -           553 -             -        -              -          553 100

89 249 536 7,326 389 5 1,549 21 5,387 74

89 165 533 5,621 228 4 1,109 20 4,284 76

-            48 0 1,082 69 6 352 33 660 61

-            22 -            396 92 23 1 0 302 76

-            3 1 94 0 0 63 68 30 32

-            3 -            53 -             -        22 42 30 58

-            5 -            79 -             -        -              -          79 100

12 99 197 23,580 1,300 6 12,967 55 9,313 39

12 70 123 9,207 264 3 4,519 49 4,424 48

-            23 73 12,428 1,034 8 6,997 56 4,397 35

-            6 -            1,930 2 0 1,436 74 492 25

-            -            -            13 -             -        13 102 0 -

82 51 306 5,865 578 10 315 5 4,971 85

80 27 175 2,891 47 2 166 6 2,678 93

2 24 131 2,973 531 18 149 5 2,292 77

-            -            -            -                 -             - -              - -                 -

0 3 23 127 1 1 0 0 124 98

17 31 28 1,730 16 1 425 25 1,288 74

17 31 28 1,663 16 1 425 26 1,221 73

-            -            -            67 -             -        -              -          67 100

9 12 61 627 72 12 46 7 509 81

227 91 1,836 6,764 1,024 15 1,156 17 4,582 68

55 51 2 1,431 68 5 28 2 1,334 93

37 -            825 1,175 34 3 127 11 1,013 86

-            -            173 233 -             -        5 2 228 98

91 33 34 2,439 96 4 599 25 1,743 71

42 6 800 1,483 825 56 395 27 263 18

46 211 236 3,652 667 18 32 1 2,951 81

187 149 1,916 10,220 1,272 12 707 7 8,239 81

25 35 1 1,397 4 0 57 4 1,336 96

117 7 816 1,964 4 0 235 12 1,724 88

26 5 485 1,129 2 0 170 15 956 85

-            37 68 701 27 4 57 8 615 88

-            1 33 83 14 17 20 25 48 58

-            11 16 603 32 5 74 12 497 82

15 38 345 2,126 43 2 91 4 1,991 94

3 12 147 2,214 1,143 52 0 0 1,070 48

0 -           -           0 -            -       -             -         0 100

▲ 1,262 -           -           -                -            - -             - -                -

-           -           -           -                -            - -             - -                -

591 353 -           944 -            -       -             -         944 100

-           1,290 5,142 61,394 5,325 9 17,202 28 38,866 63

-           504 78 38,473 10,665 28 23,245 60 4,562 12

618 19 1,941 3,630 1,915 53 -             -         1,715 47

340 29 1,544 4,278 4,631 108 -             -         ▲ 352 -

-           -           -           1,282 1,346 105 -             -         ▲ 63 -

959 1,842 8,707 109,059 23,883 22 40,447 37 44,728 41

百万円 百万円 百万円 百万円

租税に依存
するコスト

利用者
負担率

国庫負
担率

租税依存率発生コスト
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平成26年4月1日から平成27年3月31日まで

⑮ 44,728

1 主な市民の負担 43,917

①個人市税 11,292

②法人市税 12,111

③固定資産税 16,669

④軽自動車税 462

⑤市たばこ税 1,988

⑥入湯税 3

⑦都市計画税 1,388

2 主な国民の負担 5,394

①地方交付税 4,502

②地方譲与税 735

③地方特例交付金 156

3 その他 2,829

⑯ 4 合　　　　　　　計 52,141

⑰ 7,413

 期首残高 247,524

⑱ １．国庫支出金増減額 ▲ 702

   期首修正額 -             

   当期増加額 640

   当期戻入額 ▲ 1,342

⑱ ２．県等支出金増減額 ▲ 259

   期首修正額 -             

   当期増加額 27

   当期戻入額 ▲ 286

⑲ ３．一般財源等増減額 8,689

   期首修正額 ▲ 23

   当期増減額 8,712

   　　　(連結前当期増減額) 7,028

   　　　(連結相殺) 1,684

４．公営企業等会計正味資産増減額 ▲ 38,372

   自己資本 -             

   資本剰余金 ▲ 60,307

   利益剰余金・準備金 21,934

       　（欠損金処理等） 21,562

       　（連結前当期増減額） 385

     　　（連結相殺） ▲ 13

⑳  期末残高 216,878

百万円

正味資産（バランスシート）の増減計算

連　結　正　味　資　産　計　算　書

　行　政　コ　ス　ト

税等負担

 行政コスト VS 税負担

バランス

シートへ

行政コスト

計算書より



平成26年4月1日から平成27年3月31日まで

一般会計・
6特別会計

公営企業等 計

①
事務運営活動
収支差額

11,547 5,396 16,943

②
投資活動
収支差額

▲ 8,937 ▲ 807 ▲ 9,744

③
財務活動
収支差額

▲ 2,574 ▲ 4,760 ▲ 7,334

④
（①+②+
③）

活動
収支差額計

36 ▲ 171 ▲ 135

⑤
相殺(歳入)
消去

▲ 4,091 ▲ 2,805 ▲ 6,896

⑥
相殺（歳出）
消去

6,766 130 6,896

⑦
（⑤+⑥）

相殺
消去計

2,675 ▲ 2,675 0

⑧
（④+⑦）

相殺消去後の
活動計

2,711 ▲ 2,846 ▲ 135

⑨
資金期首残高
(繰越金)

3,476 5,287 8,763

⑩
（⑧+⑨）

資金期末残高 6,187 2,441 8,628

百万円

活動区分

連結キャッシュ・フロー計算書
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